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ビック東海の企業概要

40,131,350株発行済株式総数

4,004名 (内 個人他 3,840名）株主数

連結子会社

22億1,187万円資本金

㈱いちはらコミュニティー・ネットワーク・テレビ（千葉県市原市）

厚木伊勢原ケーブルネットワーク㈱ （神奈川県厚木市）

熊谷ケーブルテレビ㈱ （埼玉県熊谷市）

㈱イースト・コミュニケーションズ （千葉市緑区）

㈱御殿場ケーブルメディア （静岡県御殿場市）

単体 1,171名

連結 1,289名従業員数

1977年（昭和52年）3月18日設立

株式会社ビック東海
(VIC TOKAI CORPORATION)

社名
（平成20年９月30日現在）

■ご挨拶

当社グループは、「もっとつながる明日へ」（ＴｏｔａｌＣｏｍｍｕ

ｎｉｃａｔｉｏｎ）を企業スローガンに掲げ、お客様からの期待・信

頼と私達の放送・通信・情報の総合力を活かした、豊かで安

心できる情報社会づくりを目指した事業を展開しております。

当社グループの情報技術と通信ネットワーク、データセン

ターなど現代社会の情報通信基盤を担うプラットフォーム、

システムインテグレーターとしての技術力・開発力、ＣＡＴＶ事

業者及びインターネットサービスプロバイダーとしての展開

力を結集し、放送・通信・情報サービスによる『トータルコミュ

ニケーション』をワンストップで提供しています。

また、CSR(企業の社会的責任）を果たすべく、更なるコンプ

ライアンスの徹底と株主様や地域社会などの全てのステー

クホルダーの満足と信頼を得られるよう、事業の持続的な発

展を目指して参ります。

平成20年９月30日現在



沿革（当社の歩み）

自社ＣＡＴＶ光幹線網によるFTTHサービスを開始2006年 ９月

ＪＡＳＤＡＱに株式を上場2002年 ６月

合併によりトーカイ・コムが営んでいたＣＡＴＶ事業及びブロードバンドインターネット事業を継承2005年10月

第２データセンター稼動開始2008年 ４月

現 株式会社ザ・トーカイより情報関連事業の統合を図るべく、システム機器販売部門の業務を継承1982年 ４月

ソフトウェアの開発、受託及び販売を開始1983年 ５月

現 株式会社ザ・トーカイより情報処理業務を継承するとともに、通商産業省（現 経済産業省）

「情報処理サービス業情報システム安全対策実施事業所認定」を継承
1987年 ６月

株式会社ザ・トーカイと共同でインターネット事業を開始1996年 ６月

経済産業省より「特定システムオペレーション企業等認定」（ＳＯ認定）を取得する2001年 ３月

ＡＤＳＬインターネット接続サービスを開始2001年 ４月

経済産業省の「システムインテグレータ」に認定2002年 ３月

一次プロバイダ（日本インターネットエクスチェンジ㈱）と接続を開始2001年 ８月

設立1977年 ３月



ソフトウェア開発事業、システムインテグレーション事業、

データセンター事業

事業の紹介

情報サービス事業

ＣＡＴＶ事業

通信サービス事業

ＣＡＴＶによるデジタル放送、ＣＡＴＶ網を活用した超高速インターネット・光プラ
イマリー電話などの提供

家庭向けインターネットプロバイダー事業、法人向け通信キャリア事業

■放送・通信・情報サービスの３つの事業を一社で行っている国内唯一の企業です。
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ＴＯＫＡＩグループの光ファイバーネットワーク

大垣

事業の拡充・収益力の向上

データセンター事業拡大に貢献

厚木
御殿場

ビック東海の情報通信基盤

2000年～2008年3月完工 幹線 1,946 km
支線 572 km

ＣＡＴＶ光幹線 862 km

3,380 km2008年9月末 敷設総距離

大手町

データセンターと東京-大阪間光幹線網を保有し、これらを事業基盤として、個人から

企業のお客様まで幅広くサービスの提供を行っております。

第１・第２データセンター



当社ＦＴＴＨサ－ビスについて

ＣＡＴＶ－ＦＴＴＨ

ＣＡＴＶ光幹線網と各家庭までの

光アクセス回線を自社で保有し、

ＮＴＴと同様の超高速インターネット

および光プライマリー電話等の

サービスを行う

ＮＴＴやＫＤＤＩなど通信キャリアと

プロバイダーとして接続し、超高速

インターネットのサービスを行う

（東京、神奈川、埼玉、千葉の関東エリア中心）

ＩＳＰとしてのＦＴＴＨ
（通信サービス事業）

ＦＴＴＨ
（Fiber to the homeの略）

光ファイバーを活用した超高速インターネット



２００９年３月期上期決算の業績

（単位：百万円）

実績 公表値 前年同期 公表比 前年同期比

売上高 18,243 18,530 16,882 98.5% 108.1%

営業利益 1,648 1,580 1,728 100.4% 95.4%

経常利益 1,501 1,420 1,665 105.7% 90.1%

当期純利益 793 700 749 113.4% 105.9%

１株当たり純利益 19.9円 17.46円 18.71円 114.0% 106.4%



２００９年３月期通期連結業績予想

08年5月公表数値との変更はございません。

（単位：百万円）

予想 前期 前期比

売上高 40,250 35,089 114.7%
営業利益 4,620 4,371 105.6%
経常利益 4,280 4,223 101.3%
当期純利益 2,480 2,333 106.3%
１株当たり純利益 61.87円 58.23円 106.3%



実績 増減 見通し 増減

ＣＡＴＶ 26 42 +16 56 +30
ＦＴＴＨ ＩＳＰ 117 153 +36 186 +69

計 143 195 +52 242 +99
ＣＡＴＶ 61 50 △ 11 47 △ 14
ＡＤＳＬ 296 300 +4 274 △ 22
計 357 350 △ 7 321 △ 36

500 545 +45 563 +63

実績 増減 見通し 増減

323 329 +5 338 +15

その他
ブロードバンド

09/3　期末件数

09/3　期末件数
期首件数

通信（インターネット） 期首件数
08/9　期末件数

08/9　期末件数

CATV放送

合計

放送

２００９年３月期 件数動態

（単位：千件）

09/3期にはインターネット顧客５６万件を上回る見通し



設備投資の状況①

≪主な投資内容≫

注）前年同期と比較するためリース投資及びその影響は含めておりません。

（単位：百万円）

08/3期 09/3期予想 合計

設備投資額 11,232 8,490 19,722

08/3期 09/3期予想 前期比

減価償却費 4,172 4,790 617



設備投資の状況②

≪主な投資内容≫

■ＣＡＴＶ戦略的設備投資
ＣＡＴＶ－ＦＴＴＨ他 ５３億円

■通信サービス事業
通信設備 １６億円

ＴＯＫＡＩ関東伝送設備

の譲受 ８億円

■ＣＡＴＶ戦略的設備投資
ＣＡＴＶ－ＦＴＴＨ他 ６３億円

■情報サービス事業
第２データセンター ３４億円

０８/３期の設備投資実績 ０９/３期の設備投資予想



当社グループの技術・開発力と企画・営業力を結集し、

お客様に期待・信頼される 「トータル・コミュニケーション」

パートナーとして取り組んでまいります。

■ 将来に亘って成長し、全てのステークホルダーの満足と信頼を

得るため

中期利益目標 『単年度経常利益１００億円』

■ 地域社会へ貢献

■ コンプライアンス、コーポレートガバナンスの強化、徹底。

“Total Communication for the Best 2007-2011”
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ブロードバンドサービス契約者数の推移（全国）

０９/３期以降 ： 矢野経済研究所 ０８年７月４日発表 予測より

（単位：万件）

実績 実績 実績 予測 予測

■全国ＦＴＴＨ顧客数の３年間（０７年度～０９年度）の伸び率は約２.1倍

ＦＴＴＨ契約件数

ＤＳＬ契約件数

ＣＡＴＶインターネット契約件数
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当社ブロードバンドサービス件数推移

ＦＴＴＨ顧客は３年間（０７年度～０９年度）で約６倍に増加

ＦＴＴＨ－ＩＳＰ件数 ＡＤＳＬ件数
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（単位：千件）
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２００７年度～２００９年度は顧客基盤の拡充期

事業の成長目標

ＣＡＴＶ事業 ＦＴＴＨ顧客件数３年間で10万件獲得

通信サービス事業 ＩＳＰ顧客件数３年間で11万件純増

情報サービス事業 アウトソーシングサービスを積極的に展開

２０１０年度以降の高い持続的成長

次世代ネットワークを基盤とした新たなサービスの展開
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連結業績予想【概算】
業績予想数値は現在入手可能な情報から得られた当社経営者の判断に基づく
概算値であり、環境の変化により変更する可能性があります。

09年3月期
（公表値）

10年3月期
(概算見通し）

08年3月期実績 11年3月期
（概算見通し）

３５０億

４０２億

４３４億
４８０億

４３億 ４６億
５０億

６９億

４２億 ４２億

４６億

６４億

２３億 ２４億
２７億

３６億

５０億

経常利益

営業利益

売上高

当期純利益

（単位：億円）
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設備投資

FCF

借入金

基盤拡充
ＣＡＴＶ-ＦＴＴＨ
第２データセンター稼動
積極的Ｍ＆Ａ

成長期
高品質・トータルサービスの提供
次世代サービスの提供
顧客満足度向上

第２データセンター

ＣＡＴＶ-ＦＴＴＨ

100億円

112億円

･････更なる発展へ

設備投資とフリーキャッシュフローのイメージ

08/3期実績 09/3期（予） 10/3期 11/3期 12/3期

85億円



ＣＡＴＶ事業の成長戦略



ＣＡＴＶのサービスとエリア

ＣＡＴＶ網を活用した超高速インターネット・

光プライマリー電話の普及拡大に注力。

【千葉県】

【静岡県 東部および中部の一部】

【神奈川県】

厚木市

【埼玉県】

熊谷市

千葉市

市原市



ＣＡＴＶ－ＦＴＴＨサービス

自社保有の事業資源と技術力を統合したビジネスモデル

ユーザ宅

光幹線ネットワークから光アクセス回線までを自社で保有

・固定とモバイルの融合（ＦＭＣ）を目指す。

・高品質かつ多様な次世代サービスを提供可能。

※インターネット接続はベストエフォートサービス ◇FMC=Fixed-Mobile Convergence

・東名阪光ファイバー
・高速ＩＰバックボーン

通信 音声放送

光アクセス回線

同軸ケーブル

放送センター

■ ＣＡＴＶ‐ＦＴＴＨサービス

ＣＡＴＶ
光幹線 超高速インターネット（１００Ｍ）※

光プライマリ電話

デジタル多チャンネル放送

ＣＡＴＶ
放送設備

通信設備
（ＧＥ-ＰＯＮ）
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VIC TOKAI 

・最大2ヶ月無料
・10ヶ月間特別料金(税込) 4,410円
光プライマリ電話 525円

合計 4,935円

6,825円/月 （光電話・ＩＰ電話含む）

7,560円/月 （光電話・ＩＰ電話含む）

7,318.5円/月 （光電話・ＩＰ電話含む）

・加入月無料
・4戸以上加入見込「Ｆ４」(税込) 3,990円

光プライマリ電話 525円

合計 4,515円

4,515円/月 （光電話・ＩＰ電話含む）

5,722.5円/月 （光電話・ＩＰ電話含む）

5,250円/月 （光電話・ＩＰ電話含む）

戸建用ＦＴＴＨサービス 集合用ＦＴＴＨサービス

当社ＣＡＴＶ‐ＦＴＴＨのサービスの価格競争力

VIC TOKAI VIC TOKAI

【 超高速光インターネット 】
メールアドレス３個無料付与／ウイルスチェック、スパムメール対策無料

【 光プライマリ電話 】
050番号を無料付与／緊急電話利用可／加入電話の番号を継続利用可

※上記金額については08年11月30日時点となります。



価格が安いから 36.1％価格が安いから 36.1％

ＣＡＴＶブロードバンドサービスの普及拡大

ＣＡＴＶ-ＦＴＴＨへの乗換え促進

◇ 100Mbpsの通信速度を提供

◇ 加入電話代替の光プライマリ電話

◇ トリプルプレイのサポートを一元化

◇ 次世代サービスへの対応

乗換え理由乗換え理由 通信速度が速いから 37.9％通信速度が速いから 37.9％ その他（複数回答）その他（複数回答）

■ ブロードバンドの主な乗換え理由は価格と速度

インターネット未利用者新規加入促進

◇ 下り速度３Ｍbps／月額１,９８０円（税込）

ＣＡＴＶインターネットコースを20年11月に新発売。

低価格ニーズに対応していく。

※出典 ： ㈱インプレスR＆D『インターネット白書2008』

ブロードバンドインターネット市場の 『二極化』 に対応

廉価かつ必要なスペックのサービス 高速で多様な機能を持つサービス

顧客のニーズに合ったサービスの提案を行ない、ブロードバンド普及率の向上へ
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08/3期
（実績）

09/3期
（見通し）

13/3期
（見通し）

1614

50

ＣＡＴＶ事業の利益目標

■ ＣＡＴＶ事業 営業利益目標

■ ＦＴＴＨ事業

□ その他

20

40

0

■ ＣＡＴＶ-ＦＴＴＨ事業を主体に事業の拡大を進め、

１３年３月期の営業利益目標５０億円超。



通信サービス事業の成長戦略



通信サービスの事業内容 （ＩＳＰブランド）

プロバイダーとして家庭向けインターネット
サービスおよび通信キャリアとして企業向け
に専用線サービスなど。

お客様

カスタマーセンター

ひかりONEネットワーク（KDDI）
を利用したサービス

Bフレッツネットワーク（NTT）
を利用したサービス

主なＦＴＴＨサービスプラン



プロバイダー事業の展開（家電量販店等との連携強化）

関東の家電量販店及びパソコン
専門店の店舗に常時200人強を
配置。

圧倒的な販売力を誇る。

■取次店舗と一体となった獲得施策による信頼関係の構築。

■当社独自の店頭イベントにより来店者数の増加に貢献。

取次店でのプロモーションによる圧倒的シェア

■獲得活動による顧客信頼度の強化。

■ブロードバンド顧客獲得に伴う取次店との販売力の連携強化。
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（%）

（10%）

（20%）

（30%）

（40%）

（50%）

（60%）

（70%）

（80%）

（90%）

FTTH加入者数

DSL加入者数

プロバイダーサービス加入者数の推移

（単位：千件）

実績 実績

ブロードバンド化に

対応するコンテンツ提供

での付加価値の向上

次世代ネットワークを

基盤とした新たな

サービス展開

顧客件数増加による

収益力のアップ

（見通し） （見通し）

純増 １１万件

全国ブロードバンド契約数の伸び率は３年間で約２６％に対し、

プロバイダーサービスは５０％の伸び率



100万会員の
サイトを目指す

より気軽に書けるようなミニブログサービス

コンテンツ事業の展開

■ご家族で楽しんでいただけるようインターネット上の違法・有害情報に対する監視強化に取り組

み、会員にインターネット上での楽しみ方や危険性についての啓蒙・教育活動を実施。

07/3期 08/3期 09/3期
（予）

10/3期
（予）

60万会員

35万会員

14万会員

当社コミュニティサイト

ＩＳＰ向けコンテンツサービス

当期の新サービスについて

みなログ 10月サービス開始

違法・有害情報からの
青少年保護のための活動（継続）

インターネット上の違法・有害情報に対して
・「有人監視」
・「ＮＧワードの書込み禁止」
・「投稿ログの保存」 など展開

会員数

ミニブログサービス

アバターを使い、英語や韓国語をゲーム
感覚で楽しく学べる語学学習サイト

みなくるドリル 6月サービス開始

語学学習サービス

ＮＥＷ

ＮＥＷ

08/9期

51万会員



情報サービス事業の成長戦略



ソフトウェア開発事業、システムインテグレーション
事業、データセンター事業。

情報サービスの事業内容

自社データセンターを活用した
サーバーハウジング・ホスティング

およびシステム運用

各企業独自のリクエストに応じた
システムの設計・構築および提供

ソフトウェア開発事業

データセンター事業

システムインテグレーション事業

大規模情報システムに関わる
ソフトウェアの受託開発



ソフトウェア受託開発の事業基盤

・ 野村総研
・ ＮＴＴデータ
・ 伊藤忠テクノソリュー

ショ ンズ
・日本ヒューレット・
パッカード

・大和総研など
（敬称略）

当
社
シ
ス
テ
ム
エ
ン
ジ
ニ
ア

６００名

取引先

長年に亘って信頼ある実績により、安定した開発案件の受託



第二データセンター

外 観

０８年４月より本格稼動

サーバ室

24時間有人監視、生体認証、
非接触ICカード、テンキー装置

セキュリティ

RC(鉄筋)造：免震構造、5階建構造

8,026㎡（2,432坪）延べ面積

1,250kg/㎡床耐荷重

最大825ラック収容ラック数



顧客の満足に加えビジネスのパフォーマンスの向上も

目的としたＩＴサービスマネージメントの国際標準規格
・ 顧客管理 ・ ＳＬＡ管理 注

・ インシデント管理 ・ 構成管理 など

注：ＳＬＡとは、提供するサービスの予想サービスレベルに関する合意書

データセンター事業の品質向上

ＩＳＯ２７００１

情報セキュリティを確保するための仕組みを

構築及び運用するための国際標準規格

◆ 2008年9月認証取得 （ISO9001からISO20000へ移行）

ＩＳＯ２００００

ＦＩＳＣガイドライン

金融機関等コンピュータシステムの安全対策基準

◆ 2008年10月認証継続

◆ 2009年3月ISO27001管理策との統合による準拠性審査予定

ＩＴサービス
マネジメント

情報
セキュリティ
マネジメント



ＳＩ・データセンター事業によるアウトソーシングサービス

■ 企業のシステム構築・運用、拠点間の通信回線・情報共有、情報資産

の管理などを一手に提供可能

お客様拠点 A

専用線

お客様拠点 C

専用線

お客様拠点 D

データ処理・運用

お客様設備の運用/

ハウジングサービス

東京-大阪間光幹線網ＡＳＰサービス

データセンター
お客様拠点 B



事業の相乗効果

■３つの事業を持つことで、ご家庭から企業まで
ワンストップでサービスの提供が可能

■一元管理による迅速な対応、顧客の利便性の
向上が可能

■自前の光幹線網とデータセンター、技術者により
高品質なサービスを他社よりも低価格で提供
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連結業績予想【概算】
業績予想数値は現在入手可能な情報から得られた当社経営者の判断に基づく
概算値であり、環境の変化により変更する可能性があります。

09年3月期
（公表値）

10年3月期
(概算見通し）

08年3月期実績 11年3月期
（概算見通し）

３５０億

４０２億

４３４億
４８０億

４３億 ４６億
５０億

６９億

４２億 ４２億

４６億

６４億

２３億 ２４億
２７億

３６億

５０億

経常利益

営業利益

売上高

当期純利益

（単位：億円）



社会貢献活動



ＣＡＴＶネットワークを活用した活動①

警 察 本 部警 察 本 部

交通情報交通情報災害情報災害情報

■ 静岡県警と社団法人日本ケーブルテレビ連盟静岡県協議会（会長社：当社）が、事件・災害情報等

を発信していく 『地域安全・安心広報ネットワーク』 を結成（08年9月調印）。

ＣＡＴＶネットワークを地域の防犯・防災のために活用していく。

地域安全・安心広報ネットワーク地域安全・安心広報ネットワーク

事件情報事件情報 事故情報事故情報

き
め
細
か
い

地
域
情
報
の
提
供

ネットワーク加盟局ネットワーク加盟局

ＣＡＴＶ局
１４局

ＣＡＴＶ局
１４局

民放ラジオ局

１１局

民放ラジオ局

１１局

情報を映像・文字等で放映情報を映像・文字等で放映

防犯・防災番組の制作防犯・防災番組の制作

地域安全イベントへの協賛地域安全イベントへの協賛

地
域
の
安
全
意
識
向
上
に
貢
献

地
域
住
民
に

身
近
な
情
報
を
配
信



緊急地震速報システムは、08年６月の

岩手・宮城内陸地震で効果を発揮

緊急地震速報システムは、08年６月の

岩手・宮城内陸地震で効果を発揮

岩手・宮城内陸地震で、東北大が宮城県内の
公立校に試験導入した緊急地震速報の自動放送
システムから警告を受け、同県白石市立白石中
学校にいた生徒約100人全員が、揺れの到達前
に無事避難していたことが、東北大災害制御研究
センターの調査でわかった。

岩手・宮城内陸地震で、東北大が宮城県内の
公立校に試験導入した緊急地震速報の自動放送
システムから警告を受け、同県白石市立白石中
学校にいた生徒約100人全員が、揺れの到達前
に無事避難していたことが、東北大災害制御研究
センターの調査でわかった。

ＣＡＴＶネットワークを活用した活動②

■ 08年11月より静岡県富士市の公共施設101ヶ所に当社『緊急地震速報システム』を提供。

ＣＡＴＶネットワークを通じて地震速報情報の配信を行う。

小学校

26ヶ所

中学校

16ヶ所

公民館

27ヶ所

幼稚園

11ヶ所

保育園

19ヶ所

高校・
専門学校

2ヶ所
緊急地震

速報システム

『ＣＡＴＶ Ｃａｔｆｉｓｈ』

東海地震発生が想定されるエリアにおいて、地域防災に貢献

気象庁からの地震警報データ

当社センター

※岩手・宮城内陸地震 ： 08年6月14日（土）午前8時43分に発生したマグニチュード7.2の地震。最大震度6強（宮城県栗原市他）。

[ 08年6月21日 読売新聞夕刊より抜粋 ]

緊急地震速報 発生21秒前

生徒100人 無事避難



株主還元



当社の配当政策は、株主の皆様に対する

利益還元を経営の重要課題のひとつとして

認識しております。また、平成１９年度に作成

しました中期経営ビジョンにつきましても順

調に推移し、今後の業容拡大の基盤も整い

ました。

当事業年度におきましては、トー

カイ･コムとの合併３周年を記念とし

た配当を１株につき１円実施いたしま

す。

それにより、1株につき

普通配当２５円・記念配当１円 計２６円

（中間配当１２．５円含む）

を予定しております。

株主還元①

配当金の推移

26

（円）

2525

17.5

15
12.5

（％）

42.0%
42.9%

24.3%

18.5%18.9%
16.5%

単体 単体 連結 連結 連結 連結

*05/10月にﾄｰｶｲ･ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞ･ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞと合併
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株主還元②

自己株式の取得
株主還元をより充実させるとともに資本効率向上を目指した経営を実践する事を目的

〔発行済株式総数 40,131,350株（2008年９月末現在）〕

市場買付２０６百万円３４４，７００株普通株式
２００８年７月１日

～９月２６日

市場買付
１，０００百万円

（上限）

1，０００，０００株

（上限）
普通株式

２００８年１１月６日
～２００９年２月４日

市場買付７２百万円１３６，１００株普通株式
２００８年５月１２日

～６月２０日

取得方法取得総額株式数株式の種類期間



本資料に記載されている将来に関するすべての記述は、当社グループが現在入手してい

る情報に基づく現時点における予測、想定、期待、評価等を基礎として記載しているに過

ぎません。また、予想数値の算定には仮定または仮定に基づく根拠が含まれており、客

観的には不正解であったり将来実現しない可能性があります。

その原因となる潜在的リスクや不確定要因としては

「平成２０年３月期 決算短信」の「事業等のリスク」にありますので、ご参照ください。但し、

業績に影響を与える要因は「事業等のリスク」に記載されている事項に限られるものでは

ないことをご留意願います。

また、本資料・記載データの無断転用はご遠慮下さい。


